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地震防災の国際的な連携に関する当研究所の業務実績 

大場 悟（(財)日本開発構想研究所都市・地域研究部長） 

 

東日本大震災以降、この震災の教訓を共有する

ことにより世界の防災・減災・災害復興対策の向

上につなげようという意図を持つ専門家（研究者

や国際機関・政府機関・NGO の実務者等）の集う

国際的な会合が、日本はもとより諸外国において

も様々に開催されている*。 

(独)建築研究所（BRI」及び（国法）政策研究大

学院大学（GRIPS）も、「国際シンポジウム－巨大

震災からの復興を考える－」（2012 年 2 月 21 日、

両機関共催、於東京）を開催したのに引き続き、

「国際記念シンポジウム－命を守る地震津波防災

の実現に向けて－」（2012 年 6 月 27 日、ユネスコ

を含む三者共催、於東京）を開催することとなっ

ており、(財)日本開発構想研究所は、これらのシ

ンポジウムの開催支援業務を行っている。 

日本開発構想研究所は、これらのシンポジウム

のみならず、防災国際連携に関わる業務を 2005

年から実施してきている。それら一連の業務は、

以下に示すとおり、基礎・実態情報の収集・分析

から会議運営実務に亘る幅広いものである。 

 

■開発途上国の住宅耐震化に関する文献収集、整

理業務（2005 年度、BRI から受託） 

 

大規模地震の度に深刻な被害を被る開発途上国

の住宅・建築物の地震被害軽減の実現には、①ハ

ード技術（構造、材料、施工等）、ソフト技術（防

災政策、広報普及等）に亘る総合的アプローチ、

②対策実施主体である開発途上国の実情把握、③

貴重な教訓である地震被害の実情理解――が欠

かせないが、日本の学術研究機関には、これらの

研究・情報の蓄積が十分でない。こうした認識か

ら、本業務では、開発途上国の住宅耐震化に関す

る研究開発を実施する上での基礎資料を作成する

ことを目的に、①開発途上国の居住特性を考慮し

た耐震対策に取り組む各国機関、国際機関、学会、

民間企業等の活動についてのデータ収集、②収集

データに基づく全体動向分析、③注目される各機

関の取り組みについての詳細情報の収集・整理、

④調査成果の国際ワークショップ（2005 年 10 月

12 日、於筑波）での発表－－を行った。 

 

 

■途上国における地震防災政策の情報収集及び

整理（2005 年度、GRIPS から受託） 

 

開発途上国における地震災害の被害軽減を推進

するため、①開発途上国の防災政策、耐震補強技

術等の情報収集及び比較分析、②貴重な教訓であ

るスマトラ沖地震を対象にしたインドネシアにお

ける地震・津波被害の整理・分析、現行工法の分

析、改善の検討－－を行うことを目的として

GRIPS が実施した研究を支援したものである。①

世界的に普遍な構造でありかつ耐震性の低い組積

造の補強技術について研究蓄積の豊富な中南米を

主対象とした文献の収集・翻訳・内容比較、②海

外の研究協力者との連絡・調整－－等を行った。 

 

■「地震防災のための東京国際ワークショップ

2006－住宅の被害軽減を目指して－」開催補助

業務（2006 年度、BRI から受託） 

 

2006年 11月 22～23日開催の国際ワークショッ

プ（WS）の実施を支援したものである。①開催準

備支援（一部の配布資料作成や海外招聘者との連

絡・調整を含む）、②WS 当日の運営支援（資料準

備、進行補助、会議録作成等）、③WS 成果のとり

まとめ（報告書作成、ホームページ掲載支援等）、

④WS に付随して行われた視察・研修のアレンジ

メント支援――などを行った。 

 

■技術の社会的な定着方策に関する研究開発補

助業務、地震リスク認知に関する調査研究補助

業務（2006～2008 年度、GRIPS から受託） 

 

GRIPS が並行実施したふたつの研究の実施を支

援したものである。これらの研究は、住宅所有者、

建設業者、行政関係者が地震リスクについてどの

ように認知しているかを把握することが、住宅の

耐震工法を社会的に定着させていくための基礎的

な知見を得る上で重要、という認識に立脚して行

われた。①世界各地でのコミュニティ防災活動の

成功事例の収集・整理、②アジア太平洋地域 7 カ

国で行うアンケートの企画・集計・分析補助――

等を行うことで、この研究の実施を支援した。 
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■地震防災のためのネットワーク型共同研究に関

連する国際ワークショップ及び検討会の実施関

連業務（2007～2008 年度、BRI から受託） 

 

アジア太平洋・中南米 9 国を対象とした国際共

同研究（BRI・防災科学技術研究所、GRIPS、三重

大学）で行われた複数の国際会合（2008 年 11 月

28～29 日の「地震に強い住宅に関する国際シンポ

ジウム」等）について、①開催準備、②開催当日

の運営、③成果とりまとめ――を支援した。 

 

■世界各国の建築物の耐震情報の収集、分析業務

（2008～2009 年度、BRI から受託） 

 

2008 年度は、開発途上国の耐震技術向上に関す

る BRI の研究開発の一助とすべく、建築物の耐震

化に係る世界各国の基準や指針についての最新情

報を収集する目的で、先進国・開発途上国計 39

カ国の耐震工学分野の研究者・技術者（BRI 元研

修生及び国際地震工学会各国代表）を対象に、Web

アンケートを実施した。調査事項は、①建築物耐

震基準、②既存建築物耐震診断指針、③既存建築

物耐震補強指針、④地震直後の建築物の被災度判

定指針、⑤地震マイクロゾーネーション・レポー

ト――の有無及び内容概要についてである。 

2009 年度は、前年度のアンケート調査で得られ

た回答を基に、上記①～⑤に係る各国の具体的な

文書の収集を行った。また、各国の耐震情報の整

備状況と過去の地震被害等との関係性について、

GIS を用いた整理・分析を行った。 

 

 
■国際シンポジウム運営支援業務（2011～12 年度、

GRIPS から受託） 

 

2011 年度は、2012 年 2 月 21 日に BRI と GRIPS

が共催した国際シンポジウム（図 1 参照）及び関

連イベント（国際ビデオ会議、専門家会議、東北

地方被災地調査）について、①開催準備、②当日

の運営、③成果とりまとめ――の支援を行った。

2012 年度は、ユニセフ・BRI・GRIPS が共催する

同年 6 月 27 日の国際シンポジウム（図 2）につい

て、同様の支援を実施している。 

 

――――――――――――――― 
* 例えば、「東日本大震災に関する専門家会合～巨大

津波災害の教訓に学ぶ～」（内閣府・国際協力機構・

国連アジア太平洋経済社会委員会・アジア防災セン

ター共催、2011 年 12 月 16 ～17 日、於東京）、「東

日本大震災国際シンポジウム：One Year after 2011 

Great East Japan Earthquake」（日本地震工学会・日本

建築学会・土木学会・地盤工学会・日本機械学会・

日本地震学会主催、2012 年 3 月 3～4 日、於東京）、

「地震・津波災害軽減国際シンポジウム－東日本大

震災の教訓を世界で共有するために－」（国際協力機

構・科学技術振興機構・防災科学技術研究所共催、

2012 年 3 月 14～15 日、於仙台）等がある。 
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図 1：「国際シンポジウム－巨大震災からの復興を考える－」チラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 2：「国際記念シンポジウム－命を守る地震津波防災の実現に向けて－」チラシ 

 

 

 

 

 

 

 

 


